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EU における競争法（EU 競争法）は、「欧州連合の機能に関する条約」（Treaty on the 
Functioning of the European Union：以下では、TFEU と略す。なお、TFEU は、改正さ
れた旧欧州共同体条約（EC 条約）を前身とする）に規定される。EU における TFEU な











上記の大原則に対する例外、つまり、TFEU 第 101 条第 1 項の競争法規定の適用免除を
受ける事業者間の共同行為は、TFEU 第 101 条第 3 項の諸要件を満たす必要がある。同条
第 3 項の適用免除要件の規定に基づいて、保険分野における事業者間の共同行為が、同条














































1 ドイツの競争法である GWB（Gesetz gegen Wettbewerbsbeschränkungen：競争制限防
止法）旧第102条は、「民間保険事業者が保険監督法により保険監督を受けている場合には、
競争制限的な行為があるにせよ、これを禁止する GWB 旧第 1 条並びに同旧第 15 条所定の
規定の適用がなされない」旨を規定していた。 
2 欧州では、EEC の時代に、条約において「競争法」の規定を設けている。それより以前
の 1951 年の時点においても、ECSC （European Coal and Steel Community：欧州石炭
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合を促す結果となる。その後、損害保険事業者による共同行為が、EC（European 
Community：欧州共同体）競争法に違反する事例も生じ、結果として、保険事業者間の共




































                                                                                                                                                     
Wettbewerbsbeschränkungen：競争制限防止法）のほかに UWG（Gesetz gegen den 
unlauteren Wettbewerb：不正競争防止法）も含まれる広義の意味を指す。本稿で主とし
て述べる「競争法」とは、狭義の趣旨でのカルテル法を指す GWB のことをいうので、あ
えて本文中でドイツの GWB について述べる際には、「カルテル法」の表現を用いる。 
欧州連合に関する定義は、以下の通りとなる。 
EU の前身である連合体として、まず、ECSC（European Coal and Steel Community：
欧州石炭鉄鋼共同体）があり、また、1958 年に発効した EEC（European Economic 
Community：欧州経済共同体） の際には、加盟国間において「共同市場の創設」をその
主たる目的の一つとしていた 3。その後、1967 年に発効された「併合条約」（Merger Treaty）、
つまり、EEC、ECSC、そして、EURATOM（European Atomic Energy Community.：
通常は、「EURATOM」という略称が用いられる。）の三つの共同体の様々な機関、例えば
「委員会」は統合された。しかし、共同体自体はそのまま存置することになる。 
当時の三つの共同体、上記の EEC、ECSC、そして EURATOM を指すための単なる政
治的な概念として、「EC」が利用されていた。 




































険料戦争 (uncontrolled rate wars) は、後に保険事業者団体 (rating organization) の創設





















この後の 1896 年に改正された保険業規制令は、1901 年にドイツにおいて可決された保険
4 NAIC (National Association of Insurance Commissioners) Report ; Monitoring 
Competiton: A Means of Regulating the Property and Liability Insurance, 1974, P.671. 
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めたことにより、特に 1870 年代と 1890 年代に大規模の倒産を引き起こした。続いて 1902
年に発効した統一的な保険監督立法の制定により、保険業に対する規制対策へのパラダイ
5 125 Jahre Versicherungsaufsicht in Österreich, Jahresbericht der 
Finanzmarkt-Aufsichtsbehörde, 2005;   Peter Koch, Geschichte der 
Versicherungswirtschaft in Deutschland, 2012, S.155f. 
6 J.O. Rauh, Versicherungsverbände und Kartellrecht, 2013, S.24, 50. 
7「当該カルテルは、当時のドイツの通貨ライヒスマルクが暴落したことを主たる理由とし
て、1924 年に 62 社の会員が参加した」としている（J.O. Rauh, a.a.O. 53ff.) 。 
8 Sächsischer Holzstoff-Fabrikanten-Verband, RGZ 38,155. 
9 J.O. Rauh, a.a.O., S. 52. 
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（GWB）として制定され、翌 1958 年に発効される。 
GWB はドイツで発展されたオルド自由主義の形体である社会市場経済の模範に基づく
10 Bafin- Geschichte, Koch, a.a.O., S.155f. 
11 § 19 KartVO（カルテル令第 19 条）; J.O. Rauh, a.a.O., S. 52f . (a.a.O., FN 245).  
12 J.O. Rauh, a.a.O., 65f. 
13 J.O. Rauh, a.a.O., 67f. 
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1980 年と 1998 年の GWB の、それぞれ第 5 次と第 6 次の改正により、保険事業者の独




制定された。これについては、第 5 章でも詳細に述べる。 
先にも述べたことであるが、欧州レベルでは、1951 年の最初の共同体の創設条約である、
石炭鉄鋼共同体（ECSC）条約において既に競争法の規律が設けられていた。当該条約の中
心規定（第 55 条と第 56 条）の作成に関しては、米国の専門技術と反トラストの規定の大
きな反映が伺える 16。ともかく、米国においては、当該の自由競争の確保を目的とした
Sherman Act（シャーマン法）が既に 1890 年に制定されたのに対して、欧州では、競争そ








Rittner/Dreher/Kulka, Wettbewerbs- und Kartellrecht, 8. Auflage, S. 196f. 
15 J.O. Rauh, a.a.O. 52ff, Fn248. 
16 GWB と、諸ローマ条約（EEC 条約と EURATOM 条約）と同時期、つまり 1958 年の 1
月 1 日に発効したほか、当時の GWB は加盟諸国においての唯一の競争法法典であった。 
当該条約において ECSC 条約と同一の中心規定が制定され、それらの規定は、リスボン条
約を通じて、現在もなお変更なく導入されている（TFEU 第 101 条と第 102 条）。上記の諸
欧州条約と GWB のそれぞれの法規は、自由競争を確保する制度の設置を目的とするもので
あった。 
W.Wells, Antitrust and the Formation of the Postwar World, 2002, pp201; K. Nicolaidis, 
R.Vernon, Competition Policy and Trade Policy in the European Union, 275, Fn5: in 
Global Competition Policy –Institute for International Economics(ed.) :  
また、上記の引用における Vernon 氏は、「特に、ECSC の競争に関する中心的な規定の草




                                                   
た。それゆえ、米国における保険分野は、連邦の管轄に入らないという事情が、一応確立
される。しかし、半世紀以上を経た後の、保険業界に対するシャーマン法（Sherman Act） 

































年 10 月 13 日アクセス） 
19 The Financial Modernization Act or Gramm-Leach-Billey Act. 
20 Wall Street and Consumer Protection Law or Dodd-Frank-Act. 
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      1.4.2. 日本 
日本における保険事業者の設立は、主要な保険事業について、以下の通りであった 23。 
① 海上保険事業 「東京海上」（1879 年 24） 
② 生命保険事業 「明治生命」（1881 年） 




















一巻 損害保険総論』1954 年・有斐閣）198 頁を参考とする。 
24 本論文は、EU 法と日本法とを比較法的に論じることから、和暦ではなく西暦に統一し
て表記する。 
25 狩谷「保険業法」198･199 頁。 
 また、保険事業に対する監督法規は、1898 年に制定された、旧商法の第一編「商ノ通則」
第十一章「保險」第六節「保險營業ノ公行」において規律された。 
26 狩谷「保険業法」199 頁。 
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れ、同年 11 月には、独占禁止法の「適用除外法」（私的独占の禁止並びに公正取引の確保
に関する法律の適用除外に関する法律：以下では、「適用除外法」とする。）が制定される。
上記の「統制協定」を規律する 1939 年改正保険業法第 11 条は、適用除外法第 1 条第五号
の規定に基づき、一旦は、独占禁止法の適用除外として是認されることになる。 
但し、当然に「統制協定」を規定する 1939 年改正保険業法第 11 条については、独占禁
止法の趣旨に基づき、その妥当性が問われた。したがって、独占禁止法の趣旨に反しない
規律が設けられるまでの期間について、すなわち、適用除外法第 1 条但し書きにおいて、
1939 年改正保険業法第 11 条の規定に基づく「保険事業者間における共同行為」は、1947




行為が、適用除外法第 1 条第 1 項第五号により適用除外の対象となったことに伴い、1939
年改正保険業法第 11 条は、廃止される。従って、保険料率以外の保険事業者間の共同行為
は、全て、独占禁止法の適用対象となったのである。算出団体法の制定から数年後の 1951




上げる。上記審決があった同年の 1951 年に、保険業法（旧保険業法）28の旧第 12 条の 3




1998 年になされた算出団体法の改正と翌 1999 年の適用除外法の廃止に伴い、算出団体が
算定する保険料率のうち、算出団体法第 7 条の 3 に規律される、「基準料率」のみ、独占禁
止法の適用除外が認められることとなった。 







27 「東亜火災再保険事件」という（公正取引委員会同意審決：1950 年（判）第 18 号）。 
28  1951 年法律第 304 号（昭和 26 年（1951 年）12 月 10 日）。 
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これについて明示的に規律された立法は、条約の中に、すなわち、EC 条約第 3 条（g）30
にあった。しかし、諸創設条約の改革であるリスボン条約により、主要加盟国のフランス
からの要求により、条約の本体から、当該規定がリスボン条約の「域内市場に関する議定




「EU の目的」として規定する中で、EU 条約第 3 条第 3 項 31において規定される。当該
29 EU の前身である連合体として、ECSC（European Coal and Steel Community）と、
1958 年に発効した EEC（European Economic Community：欧州経済共同体） の際には、
加盟国の枠を超えた「共同市場の確立」が主たる目的の一つであった。その後、1967 年に
発効された「併合条約」（Merger Treaty）に基づき、EEC、ECSC、そして、EURATOM
（European Atomic Energy Community. 通常は、「EURATOM」という略称が用いられ
る。） は、一つの組織へと統合される。この際、各組織の委員会が統合され、「欧州委員会」
が創設されることとなる。 
30 EC 条約第 3 条は、以下の通り規定する。 
「（EC 条約）第 2 条で規定される目的のために、共同体の機能は、本条約で規定され、か
つ予定表に従って、以下で規定されることを含めていなければならない」 
同条(g) 「歪曲されていない域内市場における競争を創出するシステム」 


















以下の第 3 章で取り上げた「4 つの自由原則」、ならびに、「歪曲されていない競争の確






















（EuGH-Continental Can, 6/72-Slg. 1973, 214 など）。 
33「欧州司法裁判所により確立された判例法によると、欧州統合に関する諸条約は、歪曲さ
れない要件の下での「人の自由移動」を保障する統一市場の創設を目的とする。」(Schröter 
in: Schröter/Jakob/Klotz/Mederer, Europäisches Wettbewerbsrecht, 2. Aufl., 2014, 
S.77ff.) 
34 「TFEU 第 18 条（旧 EC 条約 12 条）に「国籍による差別禁止の原則」が制定される。」
（a.a.O. S.56, Rn 32; S.78, Rn 17 とその参照資料）。 
35 1. Wettbewerbsbericht der Kommission「委員会の第一次競争年次報告書」,(1971) S. 11 
ff; a.a.O., S.78. 
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この後、1987 年に、単一欧州議定書（Single European Act）が発効される。当該単一欧
州議定書に基づき、加盟国間における「非関税障壁」がさらに撤廃されることになる 38。こ
の 1987 年以降、EC（European Community：欧州共同体）の命題の一つは、「共同市場
の確立」から、「欧州における域内市場の統合」と変遷する。この後、1993 年発効のマー




36 本項においては、庄司克宏「新 EU 法 政策篇」（岩波書店・2014 年）4, 5 頁、駐日欧
州連合代表部の公式ウェブマガジン「europe magazine：EU MAG」における「EU 単一市
場誕生 20 周年」のウェブページ（http://eumag.jp/feature/b1212/）をそれぞれ参考として
いる。 






















































ての EU 保険市場の確立を目指す自由化の対策 
3.1. EU 金融市場の創設 
40 欧州においては、EEC の時代から、条約の規定において「競争法」の規定を設けている。
また、それより以前の 1951 年の時点で、ECSC においても EEC とほぼ同様の「競争法」
の規定を置いていた。 
41 後に、マーストリヒト条約によって、第 3 条（g）に同一の規定が置かれる（92/C 191/01）。 
42 旧 EC 条約では、第 85 条、第 86 条に競争法の主要規定が置かれた。後に、同条約第 81




                                                   










① 資本の移動の自由（Free Movement of Capital between Member States） 
TFEU 第 63 条（旧 EC 条約第 56 条）。本原則は、EU における市場統合の主たる目標の
一つである「欧州における単一市場の確立」のために不可欠な原則である。当原則は、1994
年までに加盟国全体で制度化されている。 
② サービス提供の自由（Freedom to provide services） 




い指令 46を制定することができる」との TFEU の規定 47から、「多くの保険関連指令の根
43 域内市場の統合のため、EU は、以下の章でも述べる通り、加盟国間における物、人、
サービス提供、資本の各分野での移動の自由を最高法規たる条約に基づき容認している。 
44 TFEU の前身である欧州共同体設立条約（旧 EC 条約）第 94 条は、「共同市場」に関す
る規定を置いていた。同条では、欧州理事会は、「共同市場」の創設などのために、加盟国
の法令を接近させる「指令」を制定しなければならないとしていた。 
 翻って、「域内市場」については、同条約第 95 条に規定されていた。同条第 1 項の規定
により、欧州理事会は、当該「域内市場」の創設とその機能のために、加盟国の法令を接
近させる「法的措置」を講じる義務があるとした。当該第 95 条の上記第 94 条との差異は、
欧州理事会がとり得る「法的措置」の部分であった。 
 なお、現行の TFEU においては、「域内市場」規定が残されている。旧 EC 条約第 94 条、
同第 95 条は、TFEU においては、第 115 条と第 114 条が後継規定となる。 
45 TFEU の正式名称は、第 1 章を参照。TFEU は、欧州連合条約（Treaty of the European 




















③ 開業の自由（Freedom of establishment） 
























47 TFEU 第 59 条第 1 項（旧 EC 条約第 52 条第 1 項）。なお、本項では、竹濵修監修「EU
保険関係指令の現状（解説編）」（損害保険総合研究所研究部・2006 年）43 頁を参考として
いる。 
48 前出、竹濵修監修「EU 保険関係指令の現状（解説編）」43 頁。 
49 EuGH 4.12. 1986 Slg.1986, 3755. 
50 当該の「個人として自営業を営む、あるいは会社」は、公法上もしくは商法上により構
成される組織体であるとする（TFEU 第 54 条後段（旧 EC 条約 48 条後段））。 
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統合指令であるソルベンシーⅡにおいては、第 309 条第 1 項により、一部の条文を 2012
51 Ulrich Forsthoff, AEUV Art.49, S.14,15 (Kapitel 2. Das Niederlassungsrecht ,in 
Grabitz /Hilf /Nettesheim, Das Recht der Europäischen Union,43. EL,C.H.Beck, 
03/2011). 
52 Directive 2009/138/EC of the European Parliament and of the Council of 25 
November 2009 on the taking-up and pursuit of the business of Insurance and 
Reinsurance (Solvency II)  (Text with EEA relevance). 
53 当該加盟国間における事業免許等の公的資格の相互承認に関しても、判例法により形成
された権利は、現在 TFEU における条文として制定されている。 
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年 10 月 31 日に発効させると規定していた。但し、EU は、この規定を 2013 年 6 月 30 日
まで発効を遅らせる指令 54を別途制定した。同指令によれば、加盟国は、ソルベンシーⅡ
第 309 条第 1 項に規定される内容を自国法に無条件に 2013 年 6 月 30 日までに制定しなけ
ればならないとされる 55。同指令は、保険事業者により、さらなる準備期間が必要である
との強い要請があり、ソルベンシーⅡの発効を延期するために制定されたものである。な
お、事業者に適用される、いわゆる発効日は、2014 年 1 月 1 日となっていた。しかし、2014
年 3 月 11 日の欧州議会におけるソルベンシーⅡ指令に関する可決に基づいて、最終的に発
効日は、2016 年 1 月 1 日からの施行が決定される。 
それゆえに、ソルベンシーⅡ第 310 条に規定されていた「ソルベンシーⅠ」と総称され
















54 Directive 2012/23/EU of the European Parliament and of the Council of 12 
September 2012 amending Directive 2009/138/EC (Solvency Ⅱ) as regards the date for 





























4. 保険業への EU 競争実体法とその適用 
4.1. 主たる規定の概要と分析 
欧州連合における競争法規の第一番目の規定は、TFEU 第 101 条 66である。本規定は、
62 第二次損害保険指令第 9 条第 2 項。 
EEC という共同体における保険監督法規である当該第二次損害保険指令は、上記の





Helmut Heiss, Stand und Perspektiven der Harmonisierung des 
Versicherungsvertragsrechts in der EG, Verlag Versicherungswirtschaft, Karlsruhe, 
2005, 5 et seq (pp 5,6). 
63 第三次損害保険指令第 4 条。 
64 第三次損害保険指令第 6 条第 3 項。 








Anton K. Schnyder, Europäisches Banken-und Versicherungsrecht, C.F. Müller, 
Karlsruhe, 2005, p.5 et seq. 












なお、TFEU 第 101 条第 3 項は、同条第 1 項の禁止規定の適用を免除する共同行為の要
件を規定する 68。すなわち、同項は、上記の事業者間の協定または協調的な行為、もしく
は事業者団体による決定が、同項に満たす要件をすべて充足するときには、TFEU 第 101















67 TFEU 第 101 条（旧 EC 条約第 81 条）第 2 項 
「本条の規定により禁止される協定や決定等は、「自動的に無効」となる。」 























当該 TFEU 第 101 条第 3 項の規定に基づき、個別的な諸経済分野の特性に基づいて、必















ドイツ 70におけるカルテル法である GWB（Gesetz gegen 
Wettbewerbsbeschränkungen：競争制限防止法）は、1957 年に制定され、その中で、保
険分野に対する適用に関する条文も創設されている。当該条文は、GWB 旧第 102 条第 1
項に規定された。民間保険事業者が保険監督法により保険監督を受けている場合には、競




















ドイツにおいて「適用除外」規定として GWB 旧第 102 条が制定された根拠は、民間保
険事業者に対する保険監督法としての VAG（Versicherungsaufsichtsgesetz）の諸規定が、
「民間保険事業者間の競争を促進することができるとの認識があった」ととらえられてお







ドイツにおいて、GWB 旧第 102 条が制定されたのは、1957 年のことである。当時の規
定について、テュービンゲン大学教授の Wernhard Möschel は、「明細な立法の意義が書か
れているわけではなかった」とし 78、その理由として、旧第 102 条は、「歴史的に見ると、
71 正式名称は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の適用除外等に関する法
律（以下では、「適用除外法」とする）である。 
72 Meinrad Dreher / Michael Kling , Kartell – und Wettbewerbsrecht der 
Versicherungsunternehmen, München,C.H.Beck, 2007, S.3. 
73 本文中でいう連邦政府側とは、「当時の連邦政府と経済政策の評議会」のことを指す。
Wernhard Möschel,§ 102 GWB(Kreditinstitute und Versicherungsunternehmen):/ in : 
Immenga/Mestmacker, Gesetz gegen Wettbewerbsbeschränkungen, Kommentar,  
2. Aufl, C.H.Beck, München, 1992, S.2361f. 








76 Wernhard Möschel (1992), S.2361ff. 




















































                                                                                                                                                     
は、ドイツで従来考えられてきたカルテル監督と保険監督の目的の相違について、ひとつ
の論稿 82を参考として、筆者の見解を提示したい。 





















違に着目した Herrmann は、GWB の役割について、「カルテル監督と保険監督の目的が対
立する箇所（抵触する部分）を適用除外の形で、解決を図っている」のだと解している 85。                                                             





82 Hans Jürgen Herrmann，Wettbewerbsrecht（einschliesslich Kartellrecht）, in : D．
Farny/ E．Helten/ P．Koch/ R．Schmidt , Handwörterbuch der Versicherung, 
Karlsruhe, VVW, 1988, S．1334ff. 
83 Hermann (1988), S.1334. 但し、保険業には業種としての特殊性が存在するため、この
ことを立法者も考慮しなければならないとしている。 
84 Hermann (1988), S.1334. 
85 Hermann (1988), S.1334. 
86 Hermann (1988), S.1334. 
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共同行為について、届出がなされることで、当該共同行為が適用免除されていたものに対











は、「GWB 第 102 条は、全ての保険監督法に服する保険事業者 88およびそれらによる団体
に対して適用される」とする 89。原則として、社会保険に関する事業者に、GWB 旧第 102
条の適用がなされることはなかった。社会保険の性質からは、当然のことと思われる。 
 さらに、Herrmann は、「第 102 条は、水平的な競争制限 90（カルテル協定、決定）、又
は、（第三者のための契約についての）一定の垂直的な拘束〔競争制限〕91（GWB 旧第 15
条）、及び、推奨の禁止規定（GWB 旧第 38 条第 1 項第 11 号）などの協定等について、監









87 Hermann (1988), S.1334. 
88 事業者の対象は、民間に関する契約関係を有する保険事業者とする。 






といった縦の関係でなされる共同行為である（前出・正田「EC 独占禁止法」67 頁）。 
92 Hermann (1988), S.1335. 
93 Hermann (1988), S.1335. 
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保険業に関する特殊性が考慮されて、濫用コントロール要件という GWB 旧第 102 条の規
定により、保険業についての競争法からの適用除外規定が創設されたのである。 










ドイツ連邦政府は 1975 年に、GWB の適用除外とされた特定の経済分野についての当時





95 Möschel (1992) S.2366f. 


























これら 4 つの対策は、1980 年の第 4 次改正がなされた GWB に条文として制定法化され
る。ただし、当該第 4 次改正 GWB においても、保険分野に対する競争法の規定の適用除
外は根本的に維持されることとなり、いっそう保険業の経済分野における特殊性について
の議論が紛糾する状態に至る。 
1980 年の GWB の第 4 次改正については、「その後、GWB の第 4 次改正において、第
102 条の改革を実施し、連邦政府の報告書で取り上げた〔上記①から④〕の提案を当該改正
97 Möschel (1992) S.2367f. 





99 a.a.O, Tz 55. 
なお、本文中の引用における〔〕で囲まれた部分については、筆者が本稿理解の便宜のた
めに付したものである。 
100 a.a.O, Tz, 98-102. 
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① 普通保険約款（AVB : Allgemeine Versicherungsbedigungen）の統一化の撤廃 







以下の第 6 章でも触れるが、結果として、1998 年の GWB 改正により、GWB 旧第 102
条は削除されている。また、その後の 2004 年の 第 7 次改正 において、 EC 新競争手続法
が直接適用される関係から、GWB に EC の新直接適用免除制度 が導入された。当該第 7
101 Möschel (1992) S.2366ff. 










104 Hauptgutachten 1986/1987, Tz.113ff. und 542ff. 
105 Dreher / Kling a.a.O. S.5. 
106 Hauptgutachten 1986/1987, Tz.115ff. und 549ff. 
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次改正により、GWB 第 2 条第 1 項に、当時の EC 条約第 81 条第 3 項（現行 TFEU 第 101
条第 3 項）の４つの適用免除に関する要件が組み込まれている。 
EU 域内における保険事業者間の共同行為は、1992 年の保険業に対する競争法の一括適
用免除規則の制定以前においては、各共同行為について、個別的な適用免除を「委員会」107
に申請する必要が存した。特に 1980 年代の EC 時代には、保険事業者間などよる様々な共
同行為について、以下の章で詳述する「委員会」による決定に基づいて 108、あるいは、欧
















て、EU 競争法の適用免除として是認される共同行為は、同規則第 2 条以下で規律される、
(1) 「特殊リスクの平均費用の算定、ならびに死亡率表などの各種率表の作成、そして、保
険引き受けリスクについての保険金請求規模等に関する研究と同研究結果の配布について
（上記の旧規則②の後継規定）」である 111。かつまた、同規則第 5 条以下において規定され
107 ここでいう、「委員会」とは、欧州の法制度における「委員会」のことである。具体的
には、本稿において特に断りのない限り、「欧州委員会」のことである。 
108 [1985] OJ L 35/20 (Fire Insurance).  
109 [1987] ECR Ⅰ-447. 
110 保険分野に対する EC（現 EU）競争法の第一次一括適用免除規則（3932/1992/EEC, 
[1992] OJ L 398/7）、第二次一括適用免除規則（358/2003/EC, [2003] OJ L 53/8）、第三次
一括適用免除規則（現行法：267/2010/EU, [2010] OJ L 83/1）。 
 特に「競争法の適用免除」に関する規則は、その規制の必要性と同規則の効果が調査さ
れ、当該調査の報告書などに基づいて、規制が変更されることがしばしばある。 
111 第三次一括適用免除規則 第 2 章「共同での編さん、料率表並びに研究」 
第 2 条「適用免除」 




                                                   















第 3 条「適用免除の要件」 

































                                                                                                                                                     

















第 4 条「適用免除による範囲内でない協定（免除の適用を受けられない協定）」 





112 第三次一括適用免除規則 第 3 章 「一定の類型のリスクの共同での填補」 
第 5 条「リスクの共同での填補」 




第 101 条第 1 項は適用されない。」 
 
第 6 条「適用免除と市場占有率の限界点の適用」 
（第 1 項） 
「もっぱら、新規リスクを填補するために設けられた共同保険プールもしくは共同再保険
プールに関して、本規則第 5 条に規定されている適用免除は、市場占有率〔の問題に〕は
左右されず、それらのプールが最初に設立された日から 3 年の期限でなされるものとする。」 
（第 2 項） 
「前項の〔適用〕範囲に入らない共同保険プールもしくは共同再保険プールに関して、本
規則第 5 条に規定されている適用免除は、 
参加する事業者により制された連合した〔際の〕市場占有率が以下の条件に達していなけ
れば、この規定の有効期限によりなされるものである。」 








                                                                                                                                                     






















（第 5 項） 
「本条第 2 項（a）に規定されている市場占有率が当初は 20%までだったがしかし、その後
に 25%を超えない程度に上昇した場合には、本規則第 5 条に規定されている適用免除は、
20%という〔市場占有率の〕限界点を最初に超えた年度より次の連続した 2 年の期限につ
いては、〔同条〕の適用が継続される。」 
（第 6 項） 
「本条第 2 項（a）に規定されている市場占有率が当初は 20%までだったがしかし、その後
に 25%まで上昇した場合には、本規則第 5 条に規定されている適用免除は、25%という〔市
場占有率の〕限界点に最初に到達した年度より次の 1 年の期限について〔同条〕の適用が
継続される。」 
（第 7 項） 
「本条第 5 項ならびに第 6 項の恩恵は、二年度の期限を越えるように組み合わせることは
出来ない。」 
（第 8 項） 
「本条第 2 項（b）に規定されている市場占有率が当初は 25%までだったがしかし、その後
に 30%を超えない程度に上昇した場合には、本規則第 5 条に規定されている適用免除は、
25%という〔市場占有率の〕限界点を最初に超えた年度より次の連続した 2 年の期限につ
いては〔同条〕の適用が継続される。」 
（第 9 項） 
「本条第 2 項（b）に規定されている市場占有率が当初は 25%までだったがしかし、その後
に 30%まで上昇した場合には、本規則第 5 条に規定されている適用免除は、30%という〔市
場占有率の〕限界点に最初に到達した年度より次の 1 年の期限について〔同条〕の適用が
継続される。」 
（第 10 項） 
「本条第 8 項ならびに第 9 項の恩恵は、二年度の期限を越えるように組み合わせることは
34 
 













































                                                                                                                                                     
団体や顧客組織も入手することが可能であるべきと、同規則が規律することにある 113。 
 次に、第三次一括適用免除規則において EU 競争法の適用免除対象となる、(2)の「特殊
リスクの共同引き受け」に関しては、同規則第 5 条において、次の通り規定されている 
「TFEU 第 101 条第 3 項の規定に従って、そして本規則の規定を要件として、共同保険
あるいは共同再保険の形態での一定の特殊なリスクを共同で填補するために、保険事業者
同士での、または保険事業者と再保険事業者との間での保険プールの設置及びその運営に
関する、保険分野における二社以上の事業者間の協定については、TFEU 第 101 条第 1 項
は適用されない。」 
同規定は、これまで生じたことがない新規リスク 114について、二社以上の保険事業者間















113 第三次一括適用免除規則（267/2010/EU）の前文 11 の第五文。 







115 第三次一括適用免除規則（267/2010/EU）第 6 条第 1 項。 








                                                   
(1) 「Nuovo Cegam」に対する欧州委員会の決定 










らないようにするために）は、欧州委員会により、EC 条約第 85 条第 3 項（現行 TFEU 第










118 [1984]OJ L 99/29（Nuovo Cegam）. 
119 本論に関係して、この届出以前の 1983 年 2 月 16 日に、欧州委員会が、自らの職権で
保険業について調査をはじめていたという事実も触れておかねばならない。 
120 その根拠となるものが、EC 競争法の手続法である 1962 年理事会規則 17 号の第 3 条が




さらに、その調査を行った結果として、その共同行為が当時の EC 条約第 85 条、第 86
条（後に第 81 条、第 82 条）の規定に違反している場合には、当該共同行為を行っている
事業者又は事業者団体に対して、当該（競争法の規定に違反しているとされた）共同行為
の終結を決定によって命じることができるということが規定されている（1962 年理事会規
則 17 号第 3 条第 1 項、第 2 項）。なお、上記のような共同行為が「違反行為である」とす
るとき、当該行為を行っている事業者又は事業者団体に、上記違反行為を終らせるよう勧
告をすることができるとされている（1962 年理事会規則 17 号第 3 条第 3 項）。 
























(2) 「Concordato Incendio」に対する欧州委員会の決定 




85 条第 3 項による個別的適用免除を求めて、共同行為の内容について書面により届出を行
なった。さらに、この当時存在した「ネガティブ・クリアランス」という不問状 123を得る








 個別的適用免除は、当該共同行為が当時の EC 条約第 85 条第 3 項（後に第 81 条第 3 項）
の要件に合致し、競争制限的なものでないと認められるときには、当該共同行為を競争法





































行為について、届出の時点では、競争法の規定としての EC 条約第 85 条第 1 項（後に第 81
条第 1 項）の適用を問わないとするものである。但し、その時点以降に、当該共同行為に
ついて、競争制限的な部分が存在したことを把握した場合には、これを EC 条約第 85 条第





















次に、この Concordato Incendio の共同行為について、競争制限的な部分と判断された、
つまり、ＥＣ条約第 85 条第 1 項（現第 81 条第 1 項）に抵触する部分は一体いかなるもの
であったかについて、二点あるので見ていきたい。 









結局、欧州司法裁判所は、EC 条約第 85 条第 3 項（現第 81 条第 3 項）の規定により、
以下の通り、EC 競争法の適用免除を認めた。 
まず、消費者の利益、つまり保険契約者並びに被保険者に関する利益についての判断が









































(3) 1987 年の欧州司法裁判所判決（Verband der Sachversicherer
（Feuerversicherung）125） 
124 [1990]OJ L 15/25（Concordato Incendio）S.28. 





                                                   
では、EU 競争法の禁止規定（旧 EC 条約当時の第 85 条以下 126、後の同条約旧第 81 条以
下、現行 TFEU 第 101 条以下）は、保険事業者に対しても制限なく適用されるとした。ま
た、この判決の当事者が、ドイツの物損保険事業者団体であったため、国内の保険業に関
する GWB からの適用除外についても、検討が迫られる原因となった 127。 
 まず、EU 加盟国の国内法（以下では、国内法とする）と EU 法との抵触問題について触
れなければならない 128。国内法と EU 法が抵触した場合には、欧州司法裁判所の判例法 129
にもとづく形成法に従って、EU 法が優先される。EU 法の優先性によって、EU 法と抵触
する国内法は、不適用となるのである。 















126 旧 EC 条約の当時の第 86 条（旧第 82 条）は、EC 競争法の規定であり、事業者が市場
支配的な地位を濫用することにつき、これを禁止する規定である。 
127 本判決の後、EU（旧 EC）では、保険業に対する EU（旧 EC）競争法の一括適用免除
規則を制定している。 
128 国内法の要件が、EU 法（旧 EC 法）の要件よりも、より厳格である場合には、原則と
して問題視されることはないが、国内法の要件が EU 法（旧 EC 法）の要件よりも緩やかで
ある場合には、この規定は、EU 法（旧 EC 法）の要件まで引き上げられなければならない。 
129 6/64 Costa v. ENEL [1964] ECR 585. なお、同判決は、EU 法において重要な判例であ
り、以下の判決においても参考（引用判例）とされている。 


















いずれの場合も EU 法に抵触するものであり、1987 年当時の GWB は、当時の EC 法の原
則に適合させなければならなくなったという事情が存在する。 












 （原告）物損保険連盟（「社団法人」Verband der Sachversicherer e.V.） 









131 Case 205/84  (Commission v. Federal Republic of Germany). なお、本文中の「〔当































欧州（EC）委員会は、「理事会は、競争手続法の規定である EC 条約第 87 条第 2 項 c
の規定を根拠として、保険業のために特別な規定を置いてはいない。〔そのような事情で
ある以上、〕原則として、特別な条文がない限りにおいては、競争法の規定（すなわち、
EC 条約第 85 条など）が、保険業にも当てはまる」とし、第 85 条の規定の適用を主張した。 
さらに、「EC 条約については、他の欧州司法裁判所の判決で、競争法規の適用領域から
その適用を排除することをなす際には、明示的な条文を必要とする 135」と主張し、第 87
条による明示的な根拠条文がない以上、第 85 条ならびに第 86 条の規定は、制限なく、保
険業にも当てはまるとした。 





                                                   
 
（裁判所のこの点に関する判断） 
 欧州司法裁判所は、委員会の主張を認めた。つまり、「第 87 条による明示的な根拠条文
がない以上、第 85 条ならびに第 86 条の規定は、制限なく、保険業にも当てはまる」とい
う主張を認めたのである。 
さらに、第 85 条第 3 項の「適用免除」規定の存在をあげて、次のように述べた。 
「あるケースにおいて、個別的適用免除を求めて、委員会に申請があり、その申請が第 85















B) 「EC 条約第 85 条第 1 項の適用性があるため、（委員会には）行動権限
がある。」 









をもつべきであることは正しいことではあるが、そのことが、EC 条約第 85 条の適用を妨
136 ［1987］ECRⅠ、452 頁以下から引用。 
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げるという理由にはならない 137。」 










内の監督法が密接にリンクしていることは、認めるが、EC 条約第 85 条の適用に関しては、






















138 ［1987］ECRⅠ、454 頁以下から引用。 
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139 ［1987］ECRⅠ、455 頁以下から引用。 
140 ［1987］ECRⅠ、458 頁以下から引用。 
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85 条第 3 項）にあたるかについて、推奨の目的は、「ドイツの市場における実際の問題と
して、保険料が段階的に低減する」ものであるかが問われるとした。次に、その共同行為






条約第 85 条第 3 項の裁量権の行使について権限を越えたものではない」として、前記の理




降、欧州委員会の競争総務局に寄せられる「EC 条約第 85 条第 3 項に基づく個別的適用免
除」の件は 300 件を超えた。同競争当局は、これらの処理に苦慮した。これが、当時の EC
141 ［1987］ECRⅠ、460 頁以下から引用。 







                                                   
（現 EU）における保険分野に対する一括適用免除規則制定の端緒の一つであったとされて
いる。 
 これと前後して、ドイツでは、先の GWB 第 4 次改正から、1990 年の GWB 第 5 次改正
までの時期の間に、上記の保険事業者団体に対する欧州司法裁判所による判決等が数件あ
り、これが、第 5 次改正に大きな影響を与えることとなった。これに関し、テュービンゲ
ン大学教授の Wernhard Möschel 氏は、次のように述べる 143。 
「ドイツ全体をカバーする協定は、加盟国間の取引に影響を及ぼすという解釈になる。そ
のために、GWB〔旧〕第 102 条の適用範囲（重要性）はほとんど薄れてしまった。」 
「ドイツにおける GWB〔旧〕第 102 条の適用領域は、「宗教戦争」のようであった。なぜ
かというと、〔当時の旧〕EC 条約に対する違反、同時に GWB〔旧〕第 102 条の適用自体
が、濫用とみなすべきである。」 
 保険業の業種としての独自性から、GWB 旧第 102 条が正当化できるとしていた学説が多









前述の通り、1998 年の GWB 改正に基づき、GWB 第 102 条は削除されている。これに
代わる形で、2004 年になされた GWB の 第 7 次改正 により、 EC 新競争手続法が直接適
用される関係上、ドイツの国内法の GWB に EC の新直接適用免除制度 が導入されたので
ある。 
当該第 7 次改正により、GWB 第 2 条第 1 項に、当時の EC 条約第 81 条第 3 項（現行
TFEU 第 101 条第 3 項）の４つの適用免除に関する要件 145が組み込まれている。 
 
 
7.  EU における保険監督法の規制緩和とその後の欧州規模における共同監督体制の
創設 
 
7.1. 2010 年以前の EU 域内保険市場における保険監督体制 
143 Möschel (1992) S.2361 ff.  なお、本文引用中の括弧書きは、筆者が付したものである。 
144 Möschel (1992) S.2368 f.  なお、本文引用中の括弧書きは、筆者が付したものである。 
145 第 4 章にて詳述の通りである。 
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従前の EU 加盟国の保険監督機関の間での協力体制は、以下のような経緯をたどる。 




II. 加盟国における EU 指令の一貫性を持った適用を推進させるために、期
限内での導入について支援する。 
III. 共同体における監督慣行が、できる限り類似性を持つよう貢献する 147 
②  1991 年 元受保険分野についての欧州委員会の諮問機関として、保険評議委員
会 148が設立される。当該評議委員会は、各加盟国を代表する専門家、有識者な
どにより構成され、1999 年の EC 理事会による決議（第 7 条並びに同第 8 条）
により、保険評議委員会の改組が示された。2005 年に EIOPC（European 




Group on Banking, Payments and Insurance）」へと委譲される。 
EU としての金融監督規制に関する具体的な対策を講じるための動因は、2009 年 2 月 25





 Bozena Hagen, “ Zur Reform der europäischen Versicherungsaufsichtsstrukutur und 







151 「THE HIGH-LEVEL GROUP ON FINANCIAL SUPERVISION IN THE EU 
 Chaired by Jacques de Larosière REPORT (Larosière Report)」
（http://ec.europa.eu/internal_market/finances/docs/de_larosiere_report_en.pdf） 
（2014 年 10 月 13 日アクセス）。 
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152 前出 Larosière Report Rn.150. 
153 前出 Larosière Report Rn.149. 
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Thomas Hartung, Eigenkapitalregulierung bei Versicherungsunternehmen, 2007, 
Versicherungswirtschaft Gmbh., Karlsruhe, Geleitwort, S.305 ff. 
155 なお、ソルベンシーⅡは、EU 法規としては「枠組指令（framework directive）」に該
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において SCR や MCR について規定されている。2010 年に設立された EU としての保険監
督機関である EIOPA（European Insurance and Occupational Pensions Authority : 











156 SCR（Solvency Capital Requirement）は、ソルベンシー必要資本額のことである。ま
た、MCR（Minimum Capital Requirement）は、最低必要資本額を指す。 
157 ソルベンシーⅡ第 212 条以下。 
158 ソルベンシーⅡ第 14 条、第 15 条第 1 項。 
159 ソルベンシーⅡ第 26 条第 1 項。 
160 ソルベンシーⅡ第 136 条以下。なお、当該事業者等の監督は、本店所在地の保険監督官
庁がこれを執り行う。また、同第 144 条の規定で、免許取り消し要件を定める。 
161 当該調査は、第 5 回目の調査（QIS5）にあたる。 
https://eiopa.europa.eu/fileadmin/tx_dam/files/publications/reports/QIS5_Report_Final.
pdf.（2014 年 10 月 13 日アクセス）。 
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ーⅡ第 212 条）。 
当該関連事業者は、参加事業者により経営支配を受ける。ゆえに、「グループ監督」シス
テムは、参加事業者を事業者集団の経営責任の主体として、これを中心に実務上の保険監
督を行う（ソルベンシーⅡ第 213 条第 1 項）。欧州連合内での最上位レベルにある親会社、
つまり、親会社の母加盟国にある保険事業者を参加事業者（親事業者）として定め、この
保険事業者に事業免許を付与した母加盟国の保険監督官庁は、グループ監督者として財務
監督等の監督責任 165を一括して負う。（ソルベンシーⅡ第 213 条第 2 項、同第 215 条第 1
項、同第 247 条第 2 項（a）、同第 248 条）。 
ソルベンシーⅡ指令の規定に基づく第三国からの欧州連合域内への進出についても、ソ
ルベンシーⅡは規律する。 
162 ソルベンシーⅡ第 212 条以下。 








                                                   
EU 域外の第三国の保険監督官庁による第三国内の保険事業者への監督が、EU が加盟国
の監督官庁にソルベンシーⅡで要求するグループ監督（ソルベンシーⅡ第 3 編第 212 条以
下）の規定による監督と、同等であるか否かの判断がなされなければならない 166。 
この同等性の有無についての最終決定は、欧州委員会が行う（ソルベンシーⅡ第 260 条
第 3 項第 1 段）167。同等性が認められた第三国の保険監督官庁は、加盟国のグループ監督
者と同一の監督義務を負うこととなり、ソルベンシーⅡにおけるグループ監督に関する規
定、財務監督や諸監督官庁との連携に関する規定の適用がなされる 168。 





















ベンシーⅡの実施措置として採択することができる（ソルベンシーⅡ第 260 条第 2 項）。 
168 ソルベンシーⅡ第 261 条。 
169 ソルベンシーⅡ第 262 条第 2 項第 2 段。なお、この項は、損害保険事業総合研究所研究
部「ソルベンシーⅡ枠組指令に関する調査・研究（解説編）」（損害保険事業総合研究所・
2011 年 3 月）149 頁以下を参考としている。 
170 上記、損害保険事業総合研究所研究部「ソルベンシーⅡ枠組指令に関する調査・研究（解
説編）」160 頁、161 頁。 
 なお、ソルベンシーⅡ第 227 条第 4 項の規定に基づくグループ・ソルベンシーの計算に





                                                   




7.3. EU における金融監督機関の創設 
その後、欧州議会並びに EU 理事会規則という EU 立法に基づき、2010 年 11 月 24 日に、
欧州システミックリスク委員会（European Systemic Risk Board : ESRB）なる、金融危
機を生じさせうるあらゆるシステムリスクを把握する任務を負う調査委員が創設された。 
さらに、EU は、以下の金融三分野についても EU としての監督機関 172（European 
Supervisory Authority : ESAs）を設立した 173。すなわち、 
① 銀行分野（European Banking Authority） 
② 証券分野（European Securities and Markets Authority） 
③ 保険並びに企業年金に関する分野（European Insurance and Occupational 
Pensions Authority : EIOPA）174 
である。 
 
    7.4. 欧州における保険監督機関（EIOPA）の創設 
保険監督に関する EU の監督機関である EIOPA は、前身となる、CEIOPS を EU の金融
部門における一監督機関として昇格させたものである。なお、EIOPA は、2010 年 1094 号
規則（以下では、同規則とする）の第 1 条第 2 項により、EU における新枠組み保険指令で
あるソルベンシーⅡのうち、第 4 編の保険事業者の更生と清算の条文をのぞく、大部分の
171 2011 年 10 月 26 日公表。 
EIOPA Consultation Paper no.5 (EIOPA Advice to the European Commission)  
“Equivalence assessment of the Japanese supervisory system in relation to article 172 
of the Solvency Ⅱ Directive”. 
 上記報告書の中で EU 基準との同等性の認証については、日本の再保険専門事業者だけで
なく、再保険業を取り扱う元受保険事業者もその対象とされる。 







なお、上記の引用は、オーストリアの金融市場の監督機関である FMA 所属の Dr. G. Tauler
氏（氏は機関内の職務として EIOPA 担当も兼務する）から頂戴した情報である。 
174 OJ(L) 331/48  (15.12.2010). 
REGULATION (EU) No.1094/2010 OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE 
COUCIL of 24 November 2010 establishing a European Supervisory Authority 
(European Insurance and Occupational Pensions Authority), amending Decision No 
716/2009/EC and repealing Commission Decision 2009/79/EC. 
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規定に関して権限を有する。また、保険に関連するほぼすべての指令について権限を行使
する。 















とりうる 175。なお、EIOPA は、自らが主体的に独立して行動を行うため、同規則第 5 条第
1 項により法人格を付与される 176。 











175 EIOPA は、独立した監督官庁ではあるが、1094/2010 規則（設立規則）第 3 条の規定
により、ESRB やその他の ESAs の諸機関と同様に、欧州議会と EU 理事会に対し、年次
報告をする義務を負う。 
176 なお、同規則第 5 条第 2 項において、EIOPA は、各加盟国の国内法の下で法人に付与
される最も広範囲にわたる行為能力を享受されるものとする。 
177 同規則第 8 条第 1 項（a）。 
178 同規則第 8 条第 1 項（b）。 
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さらに、EIOPA が主体となって加盟国間の職務の移譲と管轄の移送を促進し、かつこれ



















   8.1. 日本における損害保険事業に対する競争法の適用に関連する法令 
   8.1.1. 日本における損害保険業の監督に関する法規 
 以前にも触れているが、日本において、初めて規律された保険事業に関する監督法規は、
1898 年に施行された旧商法において「保険営業の公行」の規定として施行されたものであ




179 同規則第 8 条第 1 項（c）。 
180 同規則第 8 条第 1 項（d）。 
181 同規則第 8 条第 1 項（e）。 
182 同規則第 8 条第 1 項（h）。 
183 同規則第 8 条第 1 項（l）。 
184 本項では、狩谷亨一「保険業法」（東京海上火災保険企画室編集『損害保険実務講座 第
一巻 損害保険総論』1954 年・有斐閣）195 頁以下を参考とする。 
 また、保険事業に対する監督法規は、1898 年に制定された、旧商法の第一編「商ノ通則」
第十一章「保險」第六節「保險營業ノ公行」において規律された。 
185 狩谷「保険業法」199 頁。 
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禁止法第 9 条各号）。 
「私的独占の禁止」とは、事業者が、単独あるいは他の事業者とともに、他の事業者の
事業活動を排除すること、または支配することにより公共の利益に反して一定の取引分野















                                                   
その後、1999 年に適用除外法は廃止され、独占禁止法の規律において、一定の分野に対























188 保険業法旧第 12 条の 3 から第 12 条の 7、現行法では、第 101 条から第 105 条 
189 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の適用除外等に関する法律（廃止）第
1 条第 3 号ならびに第 2 条第 2 号チ 
190 損害保険料率算出団体に関する法律第 7 条の 3。 
191 また、本稿では、上記保険業法旧第 11 条は、「1939 年改正保険業法第 11 条」とする。 
192 この項では、特に、江頭教授執筆部分（前掲：注釈 7）「保険業法第 12 条の 3」鴻常夫
編集代表「保険業法コンメンタール第 1 巻（第 1 章 総則）」（社団法人安田火災記念財団・
昭和 62 年）174 頁、石田満「保険業法の研究Ⅰ」（文眞堂・1986 年）、根岸哲「規制産業
の経済法研究」第Ⅱ巻（成文堂・1986 年）を特に参考としている。 








                                                   
るような場合には、当該統制協定の変更あるいは取り消しを命じる権限を有していた。（同
条第 2 項 195）。 






ている。1939 年改正保険業法第 11 条第 3 項は、保険業の健全な発達のために必要とされ
る範囲内において、主務大臣の職権に基づき、保険事業者に対して、統制協定への強制的
な加盟を促すものであった 197。 
 後に、1947 年に独占禁止法が制定され、同年 11 月には、独占禁止法の「適用除外法」（私
的独占の禁止並びに公正取引の確保に関する法律の適用除外に関する法律：以下では、「適
用除外法」とする。）が制定される。1939 年改正保険業法第 11 条は、適用除外法第 1 条第
五号の規定に基づき、独占禁止法の適用除外として是認される 198。 
但し、当然に 1939 年改正保険業法第 11 条が規定する統制協定については、独占禁止法
の趣旨に基づき、その妥当性が問われることになる。従って、保険業法第 11 条に代わる「保
険事業者間における共同行為」に関する独占禁止法の適用除外に関する法規が必要と考え
られた。このため、1947 年制定当時の適用除外法第 1 条但し書き 199は、保険業法第 11 条
の規定に基づく「保険事業者間における共同行為」を、一応、独占禁止法の適用除外とす
る規定を置いた。適用除外法第 1 条但し書きは、保険業法第 11 条の規定に基づく「保険事
保険業の監督権限は、商工省より大蔵省へ委譲される。 
195 1939 年改正保険業法第 11 条第 2 項。 
「主務大臣は、前項の統制協定が公益に反し又は保険事業の健全なる発達を害すると認む
る時は、その変更又は取消を命ずることを得」。 





197 石田満「保険業法の研究Ⅰ」96 頁を参考。 




う正当な行為には、これを適用しない。」とし、同条第五号が、「保険業法第 11 条」である。 
199 1947 年に制定された当初の適用除外法第 1 条但し書きは、以下の通りであった。 
「但し、第二号乃至第五号に掲げる法律の規定またはその法律の規定に基づく命令によつ




                                                                                                                                                     




率に関する保険事業者間の共同行為が、適用除外法第 1 条第 1 項第五号により適用除外の





そのような状況のもとで、1951年 2月 20日に公正取引委員会が出した審決 201によって、
国内保険会社間の再保険についての共同行為が、独占禁止法ならびに事業者団体法 202の違
反を問われたのである。 











200 本章で述べる 1939 年改正保険業法第 11 条は、以下の経緯をたどる。 
① 1939 年の改正保険業法で創設される。 
② 1947 年 11 月に適用除外法第 1 条第五号に、独占禁止法の適用除外の対象となる。 
③ 1948 年に公布された算出団体法（法律第 191 号（昭和 23 年（1948 年）7 月 29 日））
第 32 条の規定により、廃止される。保険業に対する独占禁止法の適用除外規定は、算出団
体法第 29 条の規定に基づき、適用除外法第 1 条第 1 項第五号に「算出団体法」が加えられ
る。 
201 「東亜火災再保険事件」という（公正取引委員会同意審決：1950 年（判）第 18 号）。 
202 法律第 191 号（昭和 23 年（1948 年）7 月 29 日）。その後、事業者団体法は、1953 年
9 月 1 日に公布された「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を改正する




の適用とその調整問題‐」（公正取引・1951 年）15 頁参照。 
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204 安達（1951）15 頁。本文中のカッコ書きは、筆者が付したものである。 
205 安達（1951）17 頁参照。本文中のカッコ書きは、筆者が付したものである。 
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取引に必要な為替決済が、1949 年 12 月 1 日に公布された外国為替及び外国貿易管理法に











規定を創設するよう求める声が損害保険事業者側から上がり 207、1951 年に保険業法 208




 この後、1953 年 9 月 1 日に公布・施行された、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関
する法律の一部を改正する法律（以下では、「昭和 28 年独占禁止法改正法」とする）209に
基づき、事業者団体法は廃止されることとなった 210。また同法は、適用除外法も改正の対




207 江頭憲冶郎「保険業法第 12 条の 3」鴻常夫編集代表「保険業法コンメンタール第 1 巻
（第 1 章 総則）」（社団法人安田火災記念財団・1987 年）172 頁によると、当該審決を保
険業界は、「実情を無視するもの」と受け止め、批判していたとする。 
208 1951 年法律第 304 号（昭和 26 年（1951 年）12 月 10 日）。 
209 1953 年法律第 259 号。 
210 1953 年独占禁止法改正法附則二。 
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8.2.3. 1951 年の保険業法改正による適用除外規定の創設 
1951 年に全面改正された保険業法（以下では、1995 年に改正された現行の保険業法と
区別して、「旧保険業法」とする。）における損害保険分野の共同行為についての独占禁止
法からの適用除外規定（旧保険業法第 12 条の 3 から第 12 条の 7）212は、海上保険事業に
211 1953 年独占禁止法改正法附則七。 



















































































                                                                                                                                                     







 この他、旧保険業法第 12 条の 4 は、損害保険会社、保険契約者、被保険者その他の利害
関係人にあたる人（自然人、法人を含む。以下では、「利害関係人」とする。）に権利を付










また、旧保険業法第 12 条の 3 で規定されている損害保険会社間の共同行為のうち、同法




214 この四損害保険事業は、旧保険業法第 12 条の 3 制定当時は、海上保険事業についての
みその規定に存在した。その後、1953 年の保険業法の改正で航空保険事業が追加された。
次いで1955年の自動車損害賠償保障法の制定に伴う「自動車損害賠償保険」の創設により、
保険業法が改正され（1955 年 7 月 29 日法律 97 号）、自動車損害賠償保険事業が適用除外




石田「保険業法の研究Ⅰ」99 頁、江頭「保険業法第 12 条の 3」鴻編集代表「保険業法コン
メンタール第 1 巻（第 1 章 総則）」173 頁を参考。 
215 江頭「保険業法第 12 条の 3」鴻常夫編集代表「保険業法コンメンタール第 1 巻（第 1
章 総則）」174 頁以下。 
なお、同稿（184 頁）において、原子力保険について、その性質を「地震保険と類似する
面がある」とし、さらに「日本原子力保険プール」の存在も指摘され、旧保険業法第 12 条
の 3 第一号の「適用対象にして差し支えない」とする。 
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とが出来る（旧保険業法第 12 条の 5 第 1 項）。 
上記にある二つの主務大臣の処分は、公正取引委員会による旧保険業法第 12 条の 3 但し
書きに該当する「独占禁止法の規定に対する違反」として保険事業者間の共同行為を認定
すること、あるいは、当該認定に基づいてなされる、独占禁止法の規定に基づく公正取引
委員会の権限の行使を妨げるものではないと規定していた（旧保険業法第 12 条の 7）。 
 
8.2.4. 1995 年保険業法の改正 
 本項の始めに、1995 年保険業法の改正の後に保険監督機関が移管された経緯があるので、
まず先にそれについて述べる。1997 年 6 月 20 日に成立した「金融監督庁設置法の施行に











216 保険業法第 101 条  私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の規定は、次条
第 1 項の認可を受けて行う次に掲げる行為には、適用しない。ただし、不公正な取引方法
を用いるとき、一定の取引分野における競争を実質的に制限することにより保険契約者若
しくは被保険者の利益を不当に害することとなるとき、又は第 105 条第 4 項の規定による
公示があった後一月を経過したとき（同条第 3 項の請求に応じ、内閣総理大臣が第 103 条
の規定による処分をした場合を除く。）は、この限りでない。 
217 保険業法第 101 条第 1 項第一号で規定される独占禁止法の適用除外となる四事業は、以
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社等を含む。）と行う共同行為」は、同法第 101 条第 1 項但し書きに該当しない限りにおい
て、独占禁止法の適用から除外される。 











219 保険業法施行規則第 55 条は、以下の通り規定している。 
（第 1 項） 損害保険会社（外国損害保険会社等を含む。以下この項において同じ。）は、




一   共同行為の当事者の商号、名称又は氏名及びその本店、主たる事務所又は日本にお
ける主たる店舗（法第 187 条第 1 項第四号に規定する日本における主たる店舗をいう。以
下同じ。）の所在地並びに当該当事者が法人である場合においては代表者又は法第 187 条第
1 項第二号の日本における代表者の氏名  
二   共同行為の名称  
三   共同行為の態様  
四   共同行為の開始時期及び期間の定めがある場合には、その開始時期及び期間  
五   共同行為に関する事務を統括する事務所がある場合には、その事務所の名称及び所
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同行為が保険業法第 102 条第 2 項第二号 220の全ての要件に該当することを認めたとき、当
該共同行為を認可することになる（保険業法第 102 条第 1 項）221。当該認可をもって、保
険事業者は、共同行為を実行しうる。 
内閣総理大臣は、上記の認可より前に、保険業法第 105 条第 1 項に規定する公正取引委
員会による同意を得なければならない 222。この他、内閣総理大臣は、上記の認可に関係す
る共同行為の内容が、同法第 102 条第 2 項各号の諸要件を満たさなくなったときには、当
該保険事業者に対して、共同行為の内容の変更あるいは認可そのものの取り消しを命じる
ことができる（保険業法第 103 条）223。 
共同行為を行う損害保険事業者は、共同行為を廃止したときは、遅れることなく内閣総




とする（保険業法第 105 条第 1 項）。 
上記の認可を受けた共同行為が、保険業法第 102 条第 2 項各号の規定に適さない（例を
挙げれば、保険契約者または被保険者の利益が不当に害される（同条同項第二号））事情が
在地  
（第 2 項） 前項の認可申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。  
一   理由書 
二   共同行為に関する協定書、契約書その他の書面 
三   その他参考となるべき事項を記載した書類  
（第 3 項） 第一項の認可申請書及びその添付書類は、正本一通及びその写し二通を金融
庁長官に提出しなければならない。 
220 保険業法第 102 条第 2 項 内閣総理大臣は、前項の認可の申請に係る共同行為の内容が
次の各号に適合すると認めるときでなければ、同項の認可をしてはならない。  
一  保険契約者又は被保険者の利益を不当に害さないこと。  
二  不当に差別的でないこと。  
三  加入及び脱退を不当に制限しないこと。  
四  危険の分散又は平準化その他共同行為を行う目的に照らして必要最小限度であるこ
と。 
221 保険業法第 102 条第 1 項 損害保険会社は、前条第一項各号の共同行為を行い、又はそ
の内容を変更しようとするときは、内閣総理大臣の認可を受けなければならない。 
222 保険業法第 105 条第 1 項  内閣総理大臣は、第 102 条第 1 項の認可をしようとすると
きは、あらかじめ、公正取引委員会の同意を得なければならない。  
同条第 2 項 内閣総理大臣は、第 103 条の規定による処分をしたとき、又は前条の規定に
よる届出を受理したときは、遅滞なく、その旨を公正取引委員会に通知しなければならな
い。  
223 保険業法第 103 条 内閣総理大臣は、前条第 1 項の認可に係る共同行為の内容が同条第
2 項各号に適合するものでなくなったと認めるときは、その損害保険会社に対し、その共同
行為の内容を変更すべきことを命じ、又はその認可を取り消さなければならない。 




                                                                                                                                                     
生じた場合には、公正取引委員会から内閣総理大臣に対して、保険業法第 103 条に規律さ
れる保険事業者に対して共同行為の内容の変更を命じる、または認可の取り消しをすると
いういずれかの処分を行うよう請求することが出来るとする（保険業法第 105 条第 3 項、
同条第 4 項）225。 
公正取引委員会が内閣総理大臣に対して保険業法第 105 条 3 項の規定に従って行い、か
つ官報において公示した請求が、共同行為の内容の一部に関するものである場合、当該共
同行為を行う保険事業者は、当該共同行為の請求された部分以外の内容について、適用除








立されるものである（1948 年制定時算出団体法第 1 条）。当該算定会の会員となるのは、
算定会を構成する会員である保険事業者である（1948 年制定時算出団体法第 2 条第 4 項）。 








225 保険業法第 105 条第 3 項 公正取引委員会は、第 102 条第 1 項の認可を受けた共同行
為の内容が同条第 2 項各号に適合するものでなくなったと認めるときは、内閣総理大臣に
対し、第 103 条の規定による処分をすべきことを請求することができる。  
保険業法第 105 条第 4 項 公正取引委員会は、前項の規定による請求をしたときは、そ
の旨を官報に公示しなければならない。 




227 当該算定会は、1949 年 11 月 1 日に特殊法人として設立されたとされている（舟橋和幸
「保険業における適用除外カルテル」（今村成和ほか編集『独占禁止法講座 第四巻 カル
テル「下」』（商事法務研究会・1982 年）230 頁）。 




                                                   
改正について論議が進行し、それぞれ、1951 年に改正されることになる。以下では、1951
年に改正された算出団体法を「1951 年改正算出団体法」とする。 



















を遵守しなければならなかった（算出団体法第 10 条の 7）229。 
また、1951 年改正算出団体法第 2 条第 6 項の規定により、「範囲料率」制度が定義され






ぞれ 10%以内の保険料率を使用する義務が生じた 231。 
229 この保険料率について、各保険会社には、「遵守義務」があったとされている（損害保
険料率算定会編「損害保険料率算定会五十年史」（損害保険料率算定会・1999 年）196 頁）。 
230 保険業法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（1995 年 6 月 7 日）の成立に伴
い、同法第 4 条の規定に基づいて、算出団体法が改正された。 
231 算出団体法第 10 条の 5 第 1 項、同条第 3 項。なお、当時の大蔵省令（損害保険料率算




                                                   
 
































233 1998 年に改正された損害保険料率算出団体に関する法律第 7 条の 3 で、「基準料率」の
み、独占禁止法の適用除外が認められることとなった。 
234 主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律（法律第百十三号（平六・一二・一四））




                                                                                                                                                     
適用除外法「第 2 条第二号チ」として、独占禁止法の適用除外としていた算出団体のそれ
ぞれの規定について、1998 年成立の「金融システム改革のための関係法律の整備等に関す




















止法第 2 条第 2 項）。また、連盟（事業者団体）の会員に対する行為が、連盟が関わる保険






① 1997 年 2 月 5 日 公正取引委員会勧告審決 235 
当該勧告審決は、公正取引委員会が連盟に対して行った、独占禁止法第 8 条第 1 項第一
号 236の違反行為について、適切な措置を講ずるよう求める勧告（独占禁止法第 48 条第 2
235 公正取引委員会審決集 43 巻 339 頁。 
236 独占禁止法第 8 条第 1 項第一号は、以下の通り規定している。 
「事業者団体は、次の各号のいずれかに該当する行為をしてはならない。  
一   一定の取引分野における競争を実質的に制限すること。」 
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課徴金を納付するよう、一旦、課徴金納付命令 238がなされた（1998 年 3 月 31 日付け）。 
 上記の課徴金納付命令を受けた保険会社 28 社のうち、これを不服とした 22 社が、課徴
金の算定について公正取引委員会に対し、改めて審判を受けるための審判請求を行った。 
 
② 2000 年 6 月 2 日 課徴金納付命令審決 239 
 当該課徴金納付命令審決は、事業者団体である連盟による各会社に対する行為が、独占







がなされたものである（独占禁止法第 48 条）。 
238 公正取引委員会審決集 44 巻 512 頁。 
239 公正取引委員会審決集 47 巻 141 頁（当時の東京海上火災保険株式会社に対する課徴金

























 まず、独占禁止法第 8 条第 1 項第一号に該当する違反が存する場合には、同法第 8 条の
3240により、同法第 7 条の 2 第 1 項 241の規定が準用され、公正取引委員会は、当該行為の
実行としての事業活動が行われた期間における役務の対価額を合計した額（売上額）（独占
禁止法施行令第 5 条）に算定率 6%を乗じて得られた金額を課徴金として納付しなければな
らないとした。 
 次に、審判官は、被審人の主張に対して、総保険料（営業保険料）自体が、連盟による

















一   商品又は役務の対価に係るもの 
















東京高等裁判所に提訴したのが、本件である（独占禁止法第 77 条、第 85 条）。 
 
B) 東京高等裁判所（2001 年 11 月 30 日）判決 242 
① 原告、被告それぞれの主張 























242 最高裁判所民事判例集 59 巻 7 号 2009 頁。 
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C) 最高裁判所（2005 年 9 月 13 日）判決 243 
「先の東京高裁における判決を破棄し自ら判決した「課徴金減額が認められない理由」」 
原審の判決やその評釈等 244において論争があった本件について、公正取引委員会が上告










次に、最高裁は、商法旧第 629 条 246に規定する「損害保険契約」は、③「当事者の一方
が偶然な一定の事故によって生ずることのあるべき損害を填補することを約し相手方がこ
れにその報酬を与えることを約することによってその効力が生ずるものである」とし、「損
243 最高裁判所民事判例集 59 巻 7 号 1950 頁。 
244 原審判決の評釈として、例えば、楠茂樹「保険制度の特殊性と課徴金額算定」（『公正取
引』618 号 79 頁：2002 年）、和田健夫「判例時報 1797 号 174 頁（判例評論 526 号 12 頁）」
（2002 年）、大塚誠「ジュリスト 1255 号 149 頁」（2002 年）などを挙げることが出来る。 
245 本事件の検討について、岡田豊基「損害保険料率カルテルを巡る課徴金の算定における
売上額の意義」（『神戸学院法学』36 巻 3･4 号：2007 年）を挙げる。 
246 2005 年当時は、保険法が成立していなかったため、商法に規定される。 
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最高裁は、独占禁止法第 7 条の 2 の規定の「売上高」とは、「事業者の事業活動から生ず
る収益から費用を差し引く前の数値を意味すると解釈すべきであり、保険契約者に対して
提供される役務すなわち損害保険の引き受けの対価である営業保険料の合計額が、独占禁






 まず、EU においては、EU 競争法に違反した事業者に課せられる行政制裁金は、関連事





247 最高裁判所民事判例集 59 巻 7 号 1954 頁。 
248 平成 16 年 11 月 4 日の衆議院本会議における細田博之官房長官（当時）の答弁（第 161
回国会衆議院会議録（本会議）第 8 号 4 頁）、並びに同年 11 月 19 日の衆議院経済産業委員
会における竹島一彦公正取引委員会委員長（当時）の答弁（第 161 回国会衆議院経済産業
委員会会議録第 8 号 6 頁）を参考とする。 
249 最高裁判所民事判例集 59 巻 7 号 1955 頁。 
250 本論文の附属資料に挙げているが、EU 競争手続法規則（EC 規則 No.1/ 2003：OJ L 1/1）


















引き受けの際に適用される統一基準としていた事情からも明らかである（前述の 2000 年 6































一   実行期間において商品の量目不足、品質不良又は破損、役務の不足又は不良その他
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8.2.8. 2014 年において認可されている損害保険事業者間の共同行為 











の事由により対価の額の全部又は一部が控除された場合 控除された額  
二   実行期間において商品を返品した場合 返品した商品の対価の額  











253 本項は、公正取引委員会編集「平成 25 年度 公正取引委員会年次報告」（公正取引協会・
2013 年）244 頁から 245 頁を参考とした。 
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 9. 保険業に対する競争法の規律の趨勢‐比較法的検討‐ 
 本章では、保険業に対する競争法の適用可能性について、EU と日本について比較法的な
検討を行う。 
まず、EU 法において、TFEU 第 101 条第 1 項（EU 競争法）は、事業者間等における全
ての共同行為について、原則、違法とする。その上で、事業者間等の共同行為が、TFEU















法（TFEU 第 101 条第 1 項）の適用から免除されるということを明示的に規律している点
にある 256。EU においては、事業者間のあらゆる共同行為は、原則、違法であり、特定の
254 算出団体法第 3 条第 5 項で、基準料率の算出が認められる二損害保険事業を挙げる。ま







て（第三次一括適用免除規則第 2 条以下） 
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他方、EU における保険事業者の監督については、EIOPA という EU としての監督機関
を創設し、包括的に監督できる体制を整える。加えて、ソルベンシーⅡ「指令」という形




② 特殊リスクの共同引き受け（第三次一括適用免除規則第 5 条以下） 







③ 自動車損害賠償保障法 の規定に基づく自動車損害賠償責任保険事業 
④ 地震保険に関する法律 （昭和四十一年法律第七十三号）に規定する地震保険契約に関
する事業 





















カルテル（監督）法である GWB についてもそれぞれ、EU 法の規律を直接、自国に合わせ
る形式で、それぞれ採用しなければならない 260。 
次に日本においては、損害保険分野に対する競争法の適用に関する規定は、独占禁止法























「基礎法」のうち、最も主たる条約は EU 条約と TFEU である 。EU 条約では、EU が















                                                   
ることになっている。それ以外の損害保険事業者間などにおける共同行為は、保険監督法











(ウ) 第 105 条第 4 項の規定による公示があった後一月を経過したとき（同条第 3 項の請求
に応じ、内閣総理大臣が第 103 条の規定による処分をした場合を除く。） 
また、内閣総理大臣は、保険事業者が行った共同行為の申請に関して、当該共同行為の
内容が、以下の全ての事項を満たしていなければ、当該共同行為の認可をしてはならない
とする（保険業法第 102 条第 2 項）。 
一  保険契約者又は被保険者の利益を不当に害さないこと 
二  不当に差別的でないこと 
三  加入及び脱退を不当に制限しないこと 
四  危険の分散又は平準化その他共同行為を行う目的に照らして必要最小限度である
こと 






者等は、自動車損害賠償保障法第 13 条第 1 項、自動車損害賠償保障法施行令第 2 条に規律
される保険金額を保険事業者等から、少なくとも受領することができる 262。したがって、






262 自動車損害賠償保障法第 13 条第 1 項は、「責任保険の保険金額は、政令で定める。」と
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し、自動車損害賠償保障法施行令第 2 条第 1 項第一号は、次のように規律する。 
（自動車損害賠償保障）法第 13 条第 1 項 の保険金額は、死亡した者又は傷害を受けた者
一人につき、次のとおりとする。  
一   死亡した者 
イ 死亡による損害（ロに掲げる損害を除く。）につき 三千万円 
ロ 死亡に至るまでの傷害による損害につき 百二十万円 
263 地震保険に関する法律第 1 条第 1 項と第 2 項は、以下の通りに規定する。 
①  地震保険に関する法律 （以下「法」という。）第 2 条第 2 項第二号に規定する政令で
定める損害は、次の各号に掲げる損害とし、同項第二号に規定する政令で定める金額は、
当該各号に掲げる損害の区分に応じ、当該各号に定める金額とする。  
一   居住の用に供する建物（以下「居住用建物」という。）の全損（居住用建物の主要構
造部の損害額が当該居住用建物の時価の百分の五十以上である損害又は居住用建物の焼失
し若しくは流失した部分の床面積の当該居住用建物の延べ床面積に対する割合が百分の七
十以上である損害をいう。） 保険金額の全額  
二   居住用建物の半損（居住用建物の主要構造部の損害額が当該居住用建物の時価の百
分の二十以上百分の五十未満である損害又は居住用建物の焼失し若しくは流出した部分の
床面積の当該居住用建物の延べ床面積に対する割合が百分の二十以上百分の七十未満であ
る損害をいう。） 保険金額の百分の五十に相当する金額  
三   居住用建物の一部損（居住用建物の主要構造部の損害額が当該居住用建物の時価の
百分の三以上百分の二十未満である損害をいう。） 保険金額の百分の五に相当する金額  
四   生活用動産の全損（生活用動産の損害額が当該生活用動産の時価の百分の八十以上
である損害をいう。） 保険金額の全額  
五   生活用動産の半損（生活用動産の損害額が当該生活用動産の時価の百分の三十以上
百分の八十未満である損害をいう。） 保険金額の百分の五十に相当する金額  
六   生活用動産の一部損（生活用動産の損害額が当該生活用動産の時価の百分の十以上



























































































































更に、2004 年 5 月 1 日に発効した EU 競争手続法の新規則は、従来まで委員会に対する
申請によって可能であった個別適用免除の制度を廃止する。その制度は、申請した事業者
に 届いた協定がその後禁止規定に違反すると判断されても、審査期間中に制裁金の科する
事に対して保護を与えた。しかし、「法定の例外ルール」の適用する制度（独 Prinzip der 




該事業者の行為が、TFEU 第 101 条第 3 項の要件を満たす場合には、保険事業者間の共同
行為について自動的な許可となる。つまり、同条第 3 項の例外規定が適用されることにな
る。それ以外の共同行為（TFEU 第 101 条第 3 項に該当しない共同行為）については、欧
州委員会と共に EU 加盟国の競争管轄官庁、場合によっては管轄裁判所が、保険事業者に























































p.4）（2014 年 12 月 24 日アクセス） 
265 Financial Stability Board (FSB), 2014 update of list of global systemically important 
insurers (G-SIIs), Annex I , 
（http://www.financialstabilityboard.org/wp-content/uploads/r_141106a.pdf） （2014
年 12 月 24 日アクセス） 
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266 Farmer, Susan Beth, "Competition and Regulation in the Insurance Sector: 
Reassessing the McCarran-Ferguson Act" (2011). Scholarly Works. Paper 11. 
267 保険業法第 102 条、同法第 105 条。 
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（附属資料） 
EU 競争手続法規則（EC 規則 No.1/ 2003）（OJ L 1/1 p.1-p.25） 
 本稿は、実体法としての EU（旧 EC）における競争法の規定である、TFEU 第 101 条と
第 102 条（旧 EC 条約第 81 条並びに第 82 条）に関して、手続法としての役目を果たす EC
競争手続法規則 1 号（2003 年）の条文について、筆者による和訳（第 1 条から第 33 条）
を掲載するものである。同規則は、条約の改正後も競争手続法として有効である。なお、






第 1 章 通則 
 
  第 1 条 「EC 条約第 81 条及び第 82 条の適用」 
  （第 1 項） 
「EC条約第 81条第 3項の要件を満たしていない、その趣旨で要求されている決定のない、
EC 条約第 81 条第 1 項に抵触する協定、決定または協調的な行為は、禁止されなければな
らない。」 
 
  （第 2 項） 
「EC 条約第 81 条第 3 項の要件を満たしている、その趣旨で要求されている決定のない、
EC 条約第 81 条第 1 項に抵触する協定、決定ならびに協調的な行為は、禁止されない。」 
   





  第 2 条 「立証責任」 
「EC 条約第 81 条及び第 82 条の適用について、〔それが、〕国家あるいは共同体の法的手続
き〔である〕場合、ＥＣ条約第 81 条及び第 82 条の侵害の立証責任は、その侵害を主張す
る当事者あるいは当局にある。」 





  第 3 条 「EC 条約第 81 条及び第 82 条と国内競争法との関係」 
  （第 1 項） 
「加盟国間の間での取引に影響するような EC 条約第 81 条第 1 項の趣旨の範囲内で、加盟
国の競争当局もしくは裁判所が、事業者団体による協定、決定ならびに協調的な行為につ
いて、国内の競争法を適用する場合には、彼らは、それら〔事業者団体による協定、決定
ならびに協調的な行為〕について、国内の競争法を適用する場合には、EC 条約第 81 条も
適用しなければならない。」 
「加盟国の競争当局もしくは裁判所が、EC 条約第 82 条によって禁止されている濫用につ
いて国内の競争法を適用する場合には、EC 条約第 82 条も適用しなければならない。」 
 
 （第 2 項） 
「国内の競争法の適用は、加盟国間の間での取引に影響するかもしれない、しかし EC 条約
第 81 条第 1 項の趣旨の範囲内で競争が制限されない、もしくは、EC 条約第 81 条第 3 項






  （第 3 項） 
「共同体法の一般原則ならびに規定を侵害することなしに、本規則第 3 条第 1 項及び第 2
項が、加盟国の競争当局や裁判所が企業合併に関する法規を適用される場合には、これを
適用しない。」 




第 2 章 権限 
 
  第 4 条 「委員会の権限」 




  第 5 条 「加盟国の競争当局の権限」 
 ii 











  第 6 条 「〔加盟国の〕国内裁判所の権限」 




第 3 章 委員会の決定 
 
  第 7 条 「違反の発見と終了」 
  （第 1 項） 
「委員会が、苦情もしくは自らの職権で、EC 条約第 81 条もしくは第 82 条の違反があるこ
とを認識した（見つけた、知った）場合、関係する事業者や事業者団体に、決定によって、

















第 8 条「暫定措置」 









   
 
  第 9 条 「約束（義務、責任）」 




















  第 10 条 「適用することができないとの結論」 
 iv 
「EC 条約第 81 条及び第 82 条の適用に関係のある共同体の公益が必要とされる場合、委員
会は、自らの職権でもって、EC 条約第 81 条が、事業者団体による協定、決定ならびに協
調的な行為が、EC 条約第 81 条第 1 項の要件を満たさないか、もしくは、EC 条約第 81 条
第 3 項の要件を満たすからかの、いずれについても適用することができないということを、
決定によって、出すことができる。」 




第 4 章 協力 
 
第 11 条「委員会と加盟国の競争当局との間の協力」 




  （第 2 項） 






  （第 3 項） 



















「各国の競争当局は、EC 条約第 81 条あるいは第 82 条の下で、扱う事件の解決のために必
要な情報を、彼ら自身の間で交換することもできる。」 
 




  （第 6 項） 
「本規則第 3 章〔第 7 条から第 10 条〕に基づいて決定をするために、〔そのための〕委員







  第 12 条 「情報の交換」 
  （第 1 項） 




  （第 2 項） 
「交換された情報は、EC 条約第 81 条及び第 82 条を適用する目的であり、そして、送られ







  （第 3 項） 
「〔本条〕第 1 項によって交換された情報は、以下のような場合に、自然人に制裁を課すた
めに証拠としてのみ用いることができる。」 








第 13 条 「〔法的手続きの〕進行の中断もしくは終了（終結）」 
  （第 1 項） 
「二もしくはそれ以上の加盟国の競争当局が、苦情を受け取った場合、もしくは、それら














第 14 条 「評議委員会」 
  （第 1 項） 
「委員会は、本規則第 7 条, 第 8 条, 第 9 条, 第 10 条, 及び第 23 条の各条、第 24 条第 2






                                                   



























































  （第 7 項） 













第 15 条「国内裁判所との協力」 
  （第 1 項） 
 ix 




  （第 2 項） 






















  第 16 条 「共同体の競争法規の統一した適用」 
  （第 1 項） 








「本項で述べた義務については、EC 条約第 234 条 5の下での権利と義務を行使することを
妨げない。」 
 
  （第 2 項） 







第 5 章 調査権限 
 
  第 17 条 「経済分野の中で、〔その中でも〕協定の類型についての調査」 














  （第 2 項） 
「本規則の第 14 条、第 18 条、第 19 条、第 20 条、第 22 条、第 23 条、そして第 24 条の
規定は、これに準ずる。〔本項規定の条文は、本条第 1 項の規定を準用する〕」 
 
5 EC 条約第 234 条は、現行 TFEU 第 267 条を指す。 
. 
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第 18 条「情報についての要求」 











































第 19 条 「事情聴取の権限」 












第 20 条「委員会の調査権限」 














































































第 21 条 「その他の敷地、建物などへの調査」 
  （第 1 項） 

































  （第 4 項） 
「本条第 1 項に従って命じられた調査を行うために権限を与えられた公務員そして同伴者
の人達は、本規則第 20 条第 2 項(a)号, (b)号, そして(c)号に定められている権限を有しなけ
ればならない。」 
「〔本規則〕第 20 条第 5 項及び第 6 項は、これを準用する。」 
 
 
  第 22 条 「加盟国の競争当局による調査」 
  （第 1 項） 







  （第 2 項） 
「委員会からの要望により、加盟国の競争当局は、委員会が本規則第 20 条第 1 項の下で必










第 6 章 「行政罰」 
 
第 23 条 「罰金」 




(a)「彼ら が、故意または過失によって、本規則第 17 条あるいは、第 18 条第 2 項に応じて
なされる要請に対して、不正確あるいは誤認しやすい情報を与える場合」 
(b)「彼ら が、故意または過失によって、本規則第 17 条あるいは、第 18 条第 3 項に応じて
なされる要請に対して、不正確、不完全あるいは、誤認しやすい情報を与える、または要
求された期限内に（当該）情報を提供しない場合」 
(c)「彼ら が、故意または過失によって、本規則第 20 条に基づいた調査の間に、不完全な
形式で、その事業に関係する要求された文書あるいはその他の記録を作成した場合、ある
いは、本規則第 20 条第 4 項に従って採用された決定によって、命じられた調査に従うこと
を拒否する場合」 
(d)「本規則第 20 条第 2 項(e)号の規定に基づいて尋ねた質問に対して、彼ら が、故意また
は過失によって、①不正確あるいは誤認しやすい答えをした場合、②スタッフのメンバー
によって与えられた不正確、不完全あるいは誤認しやすい返答を委員会によって設定され
た期限内に（それを）修正することを怠った場合、もしくは、③本規則第 20 条第 4 項に従
って採用された決定によって、命じられた調査の問題となった事柄そして目的に関係する
事実に関する完全な返答を怠るあるいは拒否する場合」 
(e)「本規則第 20 条第 2 項(e)号に基づいて、職員もしくは委員会によって権限を与えられ
た同行者によって貼られた封印を破った場合」 
 




(a 号)「彼ら が、故意または過失によって、EC 条約第 81 条もしくは第 82 条に違反（侵害）
した場合」 
(b 号)「彼ら が、故意または過失によって、本規則第 8 条に基づく暫定的な措置を命じる決
定に違反（侵害）した場合」 
































 （第 5 項） 
「〔本条〕第 1 項、そして第 2 項に従った決定は、刑法的な性質を帯びさせてはならない。」 
 
 
第 24 条 「定期制裁金の支払い」 






(a 号)「本規則第 7 条に従ってなされた決定の通りに、EC 条約第 81 条あるいは第 82 条の
違反をやめされるために」 
(b 号)「本規則第 8 条に従ってなされた暫定措置を命じる決定に従わせるために」 
(c 号)「本規則第 9 条に従った決定による拘束力のある義務に応じさせるために」 
(d 号)「本規則第 17 条あるいは第 18 条第 3 項に従ってなされた決定によって要望される、
完全でそして正確な情報の供給をさせるために」 
(e 号)「本規則第 20 条第 4 項に従ってなされた決定によって命じられる調査に従わせるた
めに」 
 








第 7 章 「時効の期間」 
 
第 25 条 「罰を負担するための時効の期間」 
（第 1 項） 




(b 号)「すべてのその他の違反の場合、5 年」 
 






































第 26 条 「罰を執行するための時効の期間」 
（第 1 項） 
「本規則第 23 条並びに第 24 条に基づいて出された決定を行使する委員会の権限は、五年
間の時効期間の対象とならなければならない。」 
 












 （第 4 項） 
「これらの中断は、再度、再開されなければならない。」 
 









第 27 条 「関係者、苦情申立て人、並びにその他の人々」 
 （第 1 項） 




























  （第 4 項） 









第 28 条 「営業上の秘匿」 
  （第 1 項） 
「本規則第 12 条並びに第 15 条を侵害することなく、本規則第 17 条から第 22 条に従って
集めた情報は、入手した目的でのみ利用しなければならない。」 
 
  （第 2 項） 











第 9 章 「適用免除」 
 
第 29 条「個々の場合の撤回（取消）」 
  （第 1 項） 
「委員会が、例えば以下のような規則 6、理事会規則によって、EC 条約第 81 条第 3 項の
適用について、権限を与えられ、明白な協定、事業者団体による決定もしくは協調的な行
為の実行について、EC 条約第 81 条第 1 項を適用できないと言明した場合、委員会は、自
らの職権でもって、あるいは苦情により、適用免除規則の適用による一定の効果が、EC 条




  （第 2 項） 
「協定、事業者団体による決定もしくは協調的な行為の実行について、本条第 1 項の中で






第 10 章 一般規定 
 
第 30 条 「決定の公表」 
  （第 1 項） 
「委員会は、本規則第 7 条から第 10 条、並びに第 23 条と第 24 条に従って採択した場合、
その決定を公表しなければならない。」 
6 19/65/EEC、(EEC) No 2821/71、(EEC) No 3976/87、 (EEC) No 1534/91、(EEC) No 
479/92 
7 つまり、適用免除規則に合致しないような事業者間の合意がある場合に、規則にあるよう
な適用免除の恩恵を受けさせない、言いかえれば、EC 条約第 81 条第 3 項の規定を適用し
ない（EC 条約第 81 条第 1 項を適用させる）ということを、委員会に決めさせることがで
きるということである。 
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第 32 条 「適用除外」 
 
「本規則は、〔以下の(a)号から(c)号に関しては、〕適用しない。」 
(a)号「1986 年 EC 規則 4056 号の第 1 条第 3 項 a 号に規定されている国際不定期船業務」 





第 33 条 「履行（執行）規定」 





(b)号「本規則第 11 条の中で規定されている、情報の交換と相談についての、実際の処理」 
(c)号「本規則第 27 条の中で規定されている聴取手続きの実際の処理」 
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